
第 4号議案

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令の施行に伴 う関係条例の整備に関す る条例の制定

について

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に

伴 う関係条例の整備に関する条例を別紙のとおり制定するものとする。

令和 5年 2月 20日 提出

長岡京市長  中小路 健  吾

(提案理由)

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令 (令和

4年厚生労働省令第 159号 )及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令 (令和 4年厚生労働省令第 175号 )に よる家庭

的保育事業等の設備及び運営に関する基準 (平成 26年厚生労働省令第 61

号)及び放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 (平成 26年

厚生労働省令第 63号 )の一部改正に伴い、関係条例の規定の整備を行 うた

め、条例を制定する必要があるので提案する。



児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴 う

関係条例の整備に関する条例

(長岡京市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正 )

第 1条 長岡京市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 (平成 26

年長岡京市条例第 7号)の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

(保育所等との連携 )

第 6条 家庭的保育事業者等 (居宅訪問型
保育事業を行 う者 (以下 「居宅訪間型保

育事業者」とい う。)を除く。以下この

条、次条第 1項二」色■全望≧■笙2玉、第
14条第 1項及び第 2項、第 15条第 1

項、第 2項及び第 5項、第 16条並びに

第 17条第 1項から第 3項まで並びに附
則第 3条において同じ。)は、利用乳幼
児に対する保育が適正かつ確実に行わ

れ、及び家庭的保育事業者等による保育

の提供の終了後も満 3歳以上の児童に対

して必要な教育 (教育基本法 (平成 18
年法律第 120号 )第 6条第 1項に規定
する法律に定める学校において行われる

教育をいう。第 3号において同じ。)又

は保育が継続的に提供されるよう、次に

掲げる事項に係る連携協力を行う保育所

(子 ども。子育て支援法 (平成 24年法
律第 65号 )第 7条第 4項に規定する保
育所をいう。以下同じ。)、 幼稚園 (同

項に規定する幼稚園をいう。以下同じ。)

又は認定こども園 (同項に規定する認定

こども園をいう。以下同じ。)(以下こ
れらを「連携施設」という。)を適切に

確保しなければならない。

(1)～ (3)【 略】

2～ 5【 略】
第 7条  【略】
_(安全計画の策定等)

第 7条の 2 家庭艶堡宣事業者等は、利用
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(1)～ (3)

2～ 5

第 7条

【略】

:略】

【略】

(保育所等との連携 )

第 6条 家庭的保育事業者等 (居宅訪間型
保育事業を行 う者 (以下「居宅訪問型保

育事業者」という。)を除く。以下この

条、次条第 1項、第 14条第 1項及び第
2項、第 15条第 1項、第 2項及び第 5
項、第 16条並びに第 17条第 1項から
第 3項まで並びに附則第 3条において同

じ。)は、利用乳幼児に対する保育が適
正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事

業者等による保育の提供の終了後も満 3

歳以上の児童に対 して必要な教育 (教育

基本法 (平成 18年法律第 120号 )第 6
条第 1項に規定する法律に定める学校に

おいて行われる教育をいう。第 3号にお

いて同じ。)又は保育が継続的に提供さ

れるよう、次に掲げる事項に係る連携協

力を行 う保育所 (子 ども 。子育て支援法

(平成 24年法律第 65号 )第 7条第 4
項に規定する保育所をいう。以下同じ。)、

幼稚園 (同項に規定する幼稚園をいう。

以下同じ。)又は認定こども園 (同項に

規定する認定こども園をい う。以下同

じ。)(以 下これらを「連携施設」とい
う。)を適切に確保 しなければならない。

【加える】



改正後 改正前

保宣事_業所等ごとに、当該家庭的保育事

業所等の設 備の安全点検、職員、利用乳

幼児等に対する事業所外での活動、取組

笠_を:全坐三塞塵酌保育事業所等での生活

その他の日常生活における安全に関する

指豊、壁量の研整及〔′ヾコll線そのL家庭的
にお | 全 に す る

についての計画 (以 の条において「安

全計画」とい う。 )を策定し、当該安全

全計画について 知 るとと に

項の研修及び訓練を定期的に実施 しなけ

4 家庭的保 等は、定期的に安全

計画の変更を行ュものとする。

⊆理墓塾生運■_す る場合の所在の確認)

家庭的保育事 者等は、利用

児の乗車及び降車の際に、点呼その他の
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【加える】
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改正後 改正前

当該自動車にブザーその他の車内の利用

■ιLttz≧星盗と二L墨』産理LttLヱ董遺埜1五
え、これを用いて前項に定める所在の確

塾_壺E壁壁L塾児cL隆皇2墜L」』堅生 )二
行わなければならない。

(他の社会福祉施設等を併せて設置する

ときの設備及び職員の基準 )

第 10条 家庭的保育事業所等は、他の社
会福祉施設等を併せて設置するときは、

その行 う保育に支障_がない場合に限 り、

必要に応 じ当該家庭的保育事業所等の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の

社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねる

ことができる。

(衛生管理等)

第 14条  【略】
2 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事
業所等において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないようにュ雖量に対

し、感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修並びに感染症の予防

及びまん延の防止のための訓練を定期的

二塞施立重_よ う努めなければならない。

3～ 5 【略】

(他の社会福祉施設等を併せて設置する

ときの設備及び職員の基準)

第 10条 家庭的保育事業所等は、他の社
会福祉施設等を併せて設置するときは、

必要に応 じ当該家庭的保育事業所等の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の

社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねる

ことができる。ただし、保育室及び各事

業所に特有の設備並びに利用乳幼児の保

査L直桂従事す_る壁:量生2_ll玉は、二_2
限 りでない。

(衛生管理等)

第 14条  【略】
2 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事
業所等において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように必墨な」宣置

と董三二_よ う努めなければならない。

3～ 5 【略】
(長岡京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正 )

第 2条 長岡京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 (平

成 26年長岡京市条例第 9号)の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

笙重ヨ望≧2 放菫後児童健全育成壺業者

第6条  【略】

【加える】

と二∠⊇茎そ皇コ≧2空上主上認められる_もの
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第6条  【略】
(董全量画の策定等)



改正後 改正前

課後児童健全育成事業所 ごとに、当該放

課後児童健全育成事業所の設備の安全点

の活動、取組等を含めた放課後児童健全

育成事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、職員の研修及

び訓練その他放課後児 ヨ彗健 全育成
■=ヨ●業 所

放課後児童健全育成事業者は二職員に

li、_並
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に安全計画の見直しを行い、必要に応 じ

二安全計画の変更を行うものとする。

(自 動車を運行する場合の所在の確認 )

第 6条 の 3 放課後児童健全育成事業者

ヤ主主利用者の事業所外での活動、取組等

のための移動そ の他の利用者の移動のた

乗皇丞び隆壼:の医に全二堅その也o千11用

放課後児童健全育成事業者

盛塑壁ヒユ謹ユ豊2盈型量壷 堕二=型 |

【加える】

第12条  【略】

【加える】
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改正後 改正前

』■壺壺」童L:∠Σ工量の」星生を鐘鐘 1■こ重三並

2 放課後児童健全育成事業_者は、職員に
対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施するよう努めなければならない。

3 放課後児童健全育成事業者は、定期的

防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防1卜のための

訓練を定期的に実施するよう努めなけれ

ばならない。

3 【略】

(衛生管理等)

第 13条  【略】
2 放課後児童健全育成事業者は、放課後
児童健全育成事業所において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないよう

に必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。

3 【略】

ヽ

附 則

(施行期 日)

1 この条例は、令和 5年 4月 1日 から施行する。

(長岡京市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

伴 う経過措置 )

2 第 1条の規定による改正後の長岡京市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例第 7条の 3第 2項の規定の適用については、家庭的保育事業者等におい

て利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車

に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置 (以下こ

の項において「ブザー等」という。)を備えること及びこれを用いることにつき困難な
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第 13条  【略】
2 放課後児童健全育成事業者は、放課後
児童健全育成事業所において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないよう
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事情があるときは、令和 6年 3月 31日 までの間、当該自動車にブザー等を備えないこ

とができる。この場合において、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行

する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の

確認を行わなければならない。

(長岡京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正に伴 う経過措置 )

3 この条例の施行の日から令和 6年 3月 31日 までの間、第 2条の規定による改正後の

長岡京市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例第 6条の

2の規定の適用については、同条第 1項中「講 じなければ」とあるのは「講ずるよう努

めなければ」と、同条第 2項中「実施 しなければ」とあるのは「実施するよう努めなけ

れば」と、同条第 3項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」

とする。


